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管内企業の業況と企業金融の状況
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1. 九州財務局管内における企業の業況・企業金融の状況

①借手企業の業況・資金繰り動向

企業の景況判断ＢＳＩ（管内）
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（見通し）現状

大企業　    7.3
中堅企業 ▲ 5.4
中小企業 ▲28.9

資金繰り判断ＢＳＩ（管内）
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法人企業景気予測調査

大企業

中堅企業

中小企業

大企業　 ▲ 3.0
中堅企業 ▲15.9
中小企業 ▲22.3

現状 （見通し）
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（注）DI:金融機関からみた中小企業の状況について、「良い」と回答した先数構成比-「悪い」と回答した先数構成比

（参考）金融機関から見た業種別ＤＩ(中小企業) （管内１６金融機関に対する独自調査結果）
金融機関の補足説明
【製造業】・電子部品等で持ち直しの動きはあるが、それ以外は厳しい状況（鹿児島県）
　　　　　　・自動車関連では、生産調整が進んだことやエコカー減税等により回復基調にあ
　　　　　　　るものの受注がピーク時の60～70％程度に留まっている。（宮崎県）
【建設業】・公共工事の減少・民間工事の減少・競争激化による販売価格の下落等により
　　　　　　 業況は厳しい。（熊本県）
【ｻｰﾋﾞｽ業】・パチンコ、ゲームセンターは顧客減少と競合の影響が大きく、厳しい状況が続
　　　　　　　 いているが、医療関連は介護事業主体に安定している。（大分県）
【不動産業】・景気低迷による賃貸物件、マンション等への需要低下、分譲宅地の販売力低
                 下で業況厳しい。（宮崎県）

（注）　ＢＳＩ＝「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比
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地域銀行
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（注）会社分割(再生事業等)による事業継承を実施した銀行（1行）を除く。
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管内金融機関の中小企業向け融資動向は次のとおり。
（中小企業向け貸出残高、前年同期比増減率）

②地域金融機関の融資動向

中小企業に対する当局管内金融機関の融資姿勢については「やや積極的」との
回答が減少し、「どちらとも言えない」との回答が増加している。

(参考)地域金融機関の融資動向等に関するアンケート調査(21年8月)
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○条件変更（返済期間の延長）をお願いしたとこ
   ろ 親身に対応してもらい、間もなくまとまる見
   込み。
  （運輸業）
○財務面の求められる資料が増え、また審査も
  やや細かくなったと感じるだけで特に融資姿勢
  には問題ない。
  （建設業）
○地元の金融機関はみな親切で、いつでも支援
   すると言ってくれていることから特に不満はな
   い。
  （小売業）
○銀行が審査に当たり、最近はB/Sなど計数に
   重点を置いているようだが、自分（社長）は正
   しいと思う。
  （卸売業）
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③管内倒産企業の倒産要因分析

  企業の倒産状況については、件数・負債金額ともに前年同期比減少傾向が続いてい
る。倒産要因としては、販売不振、赤字累積、売掛金回収困難といった不況型倒産が
構成比で２１年Ⅱ期が７０．２％、Ⅲ期が５９．８％（何れも件数ベース）と、大宗を占めて
いる。

  金融機関の融資態度について借り手企業からは様々な声が
  あがっている。

●非メインの金融機関から、これまであった融資
   枠を突然０にされた。一金融機関の融資態度
   の変化が 風評等を起すことを懸念している。
　 （建設業）
●これまで延滞は一度もないのに、今年の更新
   時に月次の返済額の増額、金利アップを突然
   持ち出してきた。
    （建設業）
●審査等が厳しくなったと感じる。以前は工事の
   受注見込みがあれば融資が受けられたが、最
   近は契約書がないと応じてもらえないし、徴求
   書類も増えた。
   （建設業）
●金融機関側の審査は、決算書ありきで、会社
   の将来や社長の資質･人格等はみてくれない。
    もっと大きな目でみていただきたい。
    （製造業)

協同組織
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２．業況悪化企業の経営改善や地域活性化に向けた取組み

　　経営改善案件への取組み態勢の強化例

　○　企業支援部門の設置・強化、専担者設置など体制強化
　　⇒経営改善計画策定も支援
　○　条件緩和案件への柔軟な対応を部店長会議を通じて営業店に指示
　　⇒20年11月の金検マニュアル改定により、営業店において条件緩和
　　　への抵抗が小さくなった（意識の変化）(銀行）
　○　最近受付た融資関連の相談の大半が条件緩和（信金）

　≪経営改善支援－ビジネスマッチングへの取組みの進展≫
　○地域の銀行で連携、九州・山口の取引先と大手小売企業との
　　商談会開催。
　
  ○米焼酎の販路拡大のため、大手通販会社と蔵元との商談会
　　を開催。
　
　○遠隔地（北海道）の金融機関との連携
　　・農業・食料を中心とした産業振興が狙い・・・商談会の共同開催、
　　　動産担保融資などの金融商品やサービスを共同開発
　　・別に、業態を超えた複数金融機関で協議会を設立。商談会を
　　  東京で開催

　≪不動産担保・保証に過度に依存しない融資への取組み≫
　　○　動産担保融資の拡大
　　　・17年度   9件 1,140百万円　⇒　20年度　　76件　4,561百万円
　
　　○　担保対象について地域の特産物の活用を拡大
　　　・熊本県　　 馬、うなぎ冷凍加工品、真珠、印刷製品
　　　・大分県　　 焼酎その他酒類
　　　・宮崎県　　 うなぎ、肉用牛、車両、機械
　　　・鹿児島県　うなぎ、肉用牛・豚、仏壇、冷凍加工野菜

１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化

　　≪事業再生支援≫
　　○中小企業再生支援協議会の活用
　　　・17年度　21件、9,918百万円　⇒　20年度　46件　16,587百万円

　　○広域型中小企業支援ファンド
　　　・広域の金融機関や民間企業等が出資（総額30億円）
　　　・九州７県の中小企業が対象
　　　　　　　　・・・ブロック単位を対象とするものは初

２．事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した
　資金供給手法

他の地域密着型金融の取組み

　　事業再生支援のポイント
　
　○　経営者の誠実、真摯な姿勢
　　⇒現状認識が甘い場合が多い
　○　早期発見、早期対応
　　⇒少しでも早く実情を相談してもらう
　○　経営改善計画策定
　　⇒将来に向けて改善が見込めるか
　　⇒債務者、業界の実態を正確に把握
　　　できるか
　○　他の取引金融機関との協調
　　⇒「公平」な扱い、「メイン」としての対応
　○  破綻した場合の地域、業界に与える影響

○宿泊業
・長期に渡る債務超過に加え、競争激化、
　設備の老朽化
・多数の取引金融機関
　⇒メイン行が10近い取引金融機関をまと
     め、改善計画策定
     既存債務は４年間元本返済猶予、
     設備更新資金10億円をメイン行が融資
　⇒減資により株主責任を明確化
　⇒景気悪化により計画未達、売上げの2割
     以上を占める部門が廃止となる中、
     継続支援に向けて協議中

銀　行

信　金 信　組

○宿泊業
・大手企業工場の進出が続き、ビジネス客増加
　を見込んで、旅館を鉄骨ビルに改修。
　信金は建設資金170百万円を融資
・20年9月以降、工場の操業率低下、これに伴い
　宿泊客激減（売上げは▲30％以上）
・21年3月、元本返済猶予を信金に申入れ
　⇒信金は経費削減、売上げ回復など経営者の
     努力が期待でき、回復が見込めると判断
     当面6ヶ月の元本返済猶予
　⇒経営者によるスポーツ関連イベント開催、
　　 弁当販売などの努力、工場操業率回復に
　　 より、11月から以前の返済条件に戻る

○小売業
　・駅周辺の開発、工場団地造成などに伴い、
　 客の増加が見込まれたことから、テナント
    ビルを建設。信組は建設資金200百万円
    を融資
　・本業が売上げ不振で不渡り懸念
　 ⇒信組は不渡り回避のため短期融資28百
　　  万円で振出済み手形を回収
　 　 在庫や遊休不動産処分、営業方式変更
　　  等を柱とする経営改善計画策定、返済額
　　  減額、期間延長対応
　 ⇒毎年、財務内容に応じて月々返済額を
　　  見直し

メイン行が中心になり複数
行を取りまとめ

債務者の自助努力を
金融面で支援

まず、倒産回避、毎年
返済条件見直し
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